
各課の業務 

第３ 福祉課 

１ 心身障害児（者）福祉の状況 

（１） 心身障害児（者）の現状 

平成 27 年 4 月 1 日現在の管内 12 市町村における身体障害児（者）数（身体障害者手帳 

交付数）は、7,418 人で県内の身体障害児（者）の 18.9％となっている。 

障害種別では、肢体不自由が 3,937 人で全体の 53.1％を占めており、以下心臓機能障害 

（17.1％）、腎臓機能障害（8.6%）、聴覚障害（6.5％）、視覚障害（6.4％）の順となっている。 

年齢別では、18 歳未満が 124 人（1.7％）、18 歳～64 歳が 1,990 人（26.8％）、65 歳以上

が 5,304 人（71.5％）となっている。 

また、知的障害児（者）数（療育手帳交付数）は 1,392 人(重・中軽度合計)で、県内の 

知的障害児（者）の 23.6％の割合になっている。障害程度では、重度（Ａ）者が 667 人 

（47.9％）、中軽度（Ｂ）者が 725  人（52.1％）となっている。 

 
（２） 在宅福祉施策 

在宅の心身障害児（者）には、特別障害者手当等の支給、在宅重度心身障害者が行う居 

室整備費への補助、自動車燃料費や介助用自動車購入費等の助成などを行い、障害者の自 

立と社会参加を支援している。 

なお、障害者の生活や更生援護に関する相談に応じる身体障害者相談員、知的障害者相 

談員については、法改正による市町村への権限移譲に伴い、平成 24 年度から市町村事務 

となっている。 

 
（３） 障害者の自立支援 

平成 18 年 4 月施行の障害者自立支援法により、各障害福祉圏域に、保健・医療・   

雇用・障害者福祉の関係団体・行政機関等で構成する障害者自立支援協議会の設立が求め

られることとなった。 

当事務所の管内では平成 19 年 11 月、東部 4 市村からなる「東部圏域障害者自立支援協 

議会」が設立され、翌 20 年 11 月には北麓 6 市町村からなる「富士北麓圏域障害者自立支 

援協議会」が設立された。 

当事務所としては、両協議会の運営会議・就労支援部会・児童部会等に参画し、平成

25 年 4 月に施行された障害者優先調達推進法を受け、圏域の福祉施設の所在地や事業内

容等を紹介するＰＲパンフレットの作成支援等に積極的に参画した。 

 
（４）発達障害（児）者支援の取組 

平成 17 年度に『発達障害者支援法』が施行され、都道府県の責務として「市町村への 

技術的支援」や「早期の発達支援のために必要な体制整備」等が求められることとなった。 

平成 26 年度においては 10 月および 12 月に「富士・東部圏域発達障害者支援検討会議」を

主催し、管内で発達障害（児）者支援に携わる市町村職員・支援学校教諭・福祉施設職員等

の参加のもと講義やグループワークを行い、連携の強化を図った。 
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（６） 平成２６年度障害者福祉事業 
 
 

施設名 やまなし思いやり 
パーキング事業 

自動車燃料費 
助成事業 

特別障害者手当等 
 
 
在宅重度 
心身障害 
者居室整 
備事業 

 
 
重度身体障 
害者介助用 
自動車購入 
等助成事業 

 
所在地 

 
身体 障
害 

発達障 
害・妊産 
婦等 

 
件数 

 
助成額 

特別障 
害者手 
当 

障害児 
福祉手 
当 

福祉手 
当 

 
富士吉田市 

人 

6 

人 

 

件 

215 

千円 

4,644  

人 人 人 件 

 

件 
   

2   
 

都留市 6  107 2,331      2 

大月市          1  102 2,116       

上野原市          1  79 1,664     1 1 

市計 14 0 503 10,755     1 5 

道志村   6 142  1    1 

西桂町   26 502  1 1   1 

忍野村 2  21 473   3    

山中湖村   18 395  3 4    

鳴沢村   10 203  1 1   1 

富士河口湖町 2 1 105 2,264  14 9    

南都留郡計 4 1 186 3,979  20        17 0 0 3 

小菅村   3 42  1 1    

丹波山村   3 43       

北都留郡計 0 0 6 85         1          1 0 0 0 

郡計 4 1 192 4,064  21 19 0 0 3 

合計 18 1 695 14,819  21 19 0 1 8 

 

※平成 27 年 3 月分受給者を計上 
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２ 平成２６年度日赤社資実績額及び平成２７年度日赤社資募集目標額 
 

 

平 成 26年度 目標 平 成 26年 度 実 績
達 成 率
（ ％ ）

平成 27年度目標 備 考

道 志 村 455,000 312,000 69 450,000

西 桂 町 1,106,000 1,362,500 123 1,116,000

忍 野 村 1,404,000 1,454,000 104 1,426,000

山 中 湖 村 1,075,000 1,052,500 98 1,075,000

鳴 沢 村 577,000 569,000 99 577,000

富士河口湖町 5,228,000 5,080,800 97 5,186,000

南 都 留 郡 計 9,845,000 9,830,800 100 9,830,000

小 菅 村 189,000 171,000 90 185,000

丹 波 山 村 230,000 218,500 95 230,000

北 都 留 郡 計 419,000 389,500 93 415,000

富 士 吉 田 市 6,951,000 6,197,250 89 6,824,000

都 留 市 7,203,000 7,103,000 99 7,149,000

大 月 市 5,264,000 4,962,900 94 5,171,000

上 野 原 市 5,605,000 5,521,200 99 5,500,000

市 計 25,023,000 23,784,350 95 24,644,000

（個人社資＋法人社資）(単位：円)
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３ 平成２６年度管内赤十字奉仕団事業実施状況 

(１) 郡地区赤十字奉仕団事業 
 
月 日 行 事 実施 場 所 参 加者 

9 月 1     2  日 第 ３ ７ 回 赤 十 字 奉 仕 団 員 等 災 害 救 護 
訓 練 (打 合 会 ) 

大月市民会館 25 

9 月 2      6  日 第 ３ ７ 回赤 十 字 奉仕 団 員 等 災 害 救 護 

訓 練 

大月市 民総合 体育 館 137 

 
 
 
 

（２） 管内町村赤十字奉仕団による社会福祉活動 
 
奉仕団名 活動種類 活動場所 活動回数 主な内容 

道志村 施設奉仕 県立はまなし寮 年1４回 衣類洗濯・整理 

西桂町      

忍野村 施設奉仕 県立はまなし寮 年16回 衣類洗濯・整理 

山中湖村 

施設奉仕 県立はまなし寮 年２回 衣類洗濯・整理 

災害救護 朝日丘地区 年1回 宿泊者の誘導等 

富士河口湖町     

鳴沢村 施設奉仕 県立はまなし寮 年1７回 衣類洗濯・整理 

小菅村 施設奉仕 村立きぼうの館 年２０回 建物周辺の草刈り作業 

丹波山村 地域交流 丹波山村内各地区 年１回 高齢者見守り 

19



４ 児童・母子福祉の概況 

(1) 児童福祉施設の設置状況 

管内保育所については、42 ヵ所（公立 28、民間 14）となっている。 

なお、国及び県では、多様化する保育ニーズに対応するため、延長保育、乳児保育や地域子育 て支

援センターなどの特別保育事業に対し補助を行っている。 認可外保育施設は、管内に院内・事業所

内・その他の施設が 14ヵ所ある(別表１)。 

(2)放課後児童健全育成事業の状況 

国及び県では、就労等による留守家庭の小学校低学年児童（概ね１年生～３年生）の育成・指導 

に資するための、遊びを主とする健全育成活動や生活の場を与える地域組織である児童クラブ 
の運営に対し補助を行い、児童の健全育成の向上を図っている。当管内では、10 市町村におい

て 54 の児童クラブ（平成 25 年 3 月現在）が設置されている。 

(3) 児童虐待防止対策事業の推進 

近年増加する児童虐待に適切に対応するため、各市町村に設置されている、「要保護児童対策地域

協議会」と協力しながら、児童虐待の相談や情報提供などを積極的に行っている。 

管内市町村要保護児童対策地域協議会（市町村ネットワーク）設置状況 

市町村名 設 置 日 

富士吉田市 平成 17 年 5 月 11 日 

都留市 平成 18 年 10 月 3 日 

大月市 平成 17 年 12 月 15 日 

上野原市 平成 17 年 11 月 17 日 

道志村 平成 17 年 11 月 7 日 

西桂町 平成 17 年 12 月 18 日 

忍野村 平成 17 年 11 月 17 日 

山中湖村 平成 17 年 1 月 28 日 

鳴沢村 平成 17 年 12 月 5 日 

富士河口湖町 平成 17 年 7 月 7 日 

小菅村 平成 19 年 12 月 10 日 

丹波山村 平成 20 年 12 月 4 日 
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(4) 母子家庭等への支援の状況 

県では、昭和 51 年から、母子家庭等の現状把握について 4 年毎に実態調査を行っていた。 直近の 

平成 ２６年度の実態調査（次回は H30年度予定）の結果から、管内（市町村）の母子家庭等の現況をみ

ると、母子世帯が 1,479世帯、寡婦家庭が 747 世帯、父子家庭が 201 世帯となっている。これら世帯

の福祉向上を目指して、 県母子・父子自立支援員（2 名）が相談活動を実施している（別表２）。 

 また、母子家庭等に対し生活の安定及び福祉の向上を図るための助成事業を実施しているが、平成 

26 年度の状況は次のとおりである。 

母子・寡婦世帯への福祉資金の貸付額 102 件 53,049 千円 （別表３） 

母子・父子世帯への小中学校入進学支度金支給額 

ひとり親家庭医療費助成金交付額 

140 件 

32,632 件 

1,400 千円 （別表３） 

42,730 千円 

受給者証交付世帯数 

（単位：世帯） 

対象人員 

（単位：人） 

助成件数 

（単位：人） 

補助金交付額  

（単位：円） 

富士吉田市 404 1,009 10,678 14,045,159 

都留市 249 621 6,805 8,842,740 

大月市 144 355 4,088 5,835,989 

上野原市 115 295 3,280 4,026,118 

道志村 5 12 77 108,890 

西桂町 89 89 915 1,031,017 

忍野村 42 113 1,112 1,428,487 

山中湖村 16 44 437 477,049 

鳴沢村 26 65 564 615,381 

富士河口湖町 161 161 4,631 6,278,535 

小菅村 2 7 45 41,442 

丹波山村 0 0 0 0 

合計 1,253 2,771 32,632 42,730,807 

(5) 民生委員・児童委員の状況 

平成 25年 12 月 1 日に一斉改選が行われ、4 市 2 町 6 村で民生委員・児童委員 552人が厚生労大臣 

及び知事から委嘱され、うち 51 名が厚生労働大臣から主任児童委員の指名を受けた。 

平成 26年度の相談・支援件数は 8,324 件、活動延べ日数は 4  8  ,896 日であった。 相談・支援件数

を内容別にみると「日常的な支援」が 1 7％と多く、分野別にみると「高齢者に関すること」が 

52％と最も多い。 

また、その他の活動の中では、「行事・事業・会議への参加協力」が 27％、「地域福祉活動・自主 

活動」が 37％と地域に密着した活動が顕著に現れている（別表４）。 
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・平成２６年度 母子自立支援員の相談指導状況 別表２
件数・回数 

相談指導事項 

相談・指導等の活動 

相談件数 相談延べ件数 うち未解決件数 

生 

活 

一 

般 

住宅 6 6 

医療・健康 

病気 11 17 

障害 0 0 

その他 6 8 

家庭紛争 
配偶者等の暴力 

その他 20 46 

就労 

求職・転職 4 12 

資格取得・職業訓練 3 5 

職場の悩み 4 4 

その他 2 2 

結婚 

養育費 

借金 7 9 

その他 6 6 

小 計 111 115 1 

児 

童 

養育 

保育所入所 

虐待 

その他 

教育 28 31 

非行 

就職 1 1 

その他 1 1 

小 計 30 33 

経 
済 
的 
支 
援 
・ 

生 
活 
援 
護 

母子福祉資金 
貸付 107 372 

償還 113 562 37 

父子福祉資金 
貸付 1  1 2 

償還 1 4 1 

寡婦福祉資金 
貸付 11 40 2 

償還 14 49 6 

公的年金 1 1 

児童扶養手当 1 1 

生活保護 3 5 1 

税金 3 3 

その他 4 
4 

4 

小 計 255 1,042 49 

そ 

の 

他 

売店設置（法第２５条） 

たばこ販売（法第２６条） 

母子世帯向公営住宅（法第２７条） 

母子福祉施設の利用 

母子生活支援施設（児童福祉法第３８条） 

小 計 

合 計 396 1,190 50 

会議・研修会等 42 

訪問調査指導 187 231 

関係機関連絡 91 163 

◎ 県母子父子自立支援員２名の実績である。 
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別表３ 

 
平成２6 年度福祉資金貸付状況及びひとり親家庭小中学校入進学支度金支給状況 

 
 
 

市町村 
母  子  寡  婦   福  祉  資  金  貸  付  状  況 

入進学支度金 
母 子 寡 婦 

区分 件数 金 額 件数 金 額 件 数 金 額 

（件）  （円） （件）  （円） （件）  （円） 

富 士 吉 田 市 28 12,372,500 2 916,000 54 540,000 

都 留 市 11 6,848,000 3 1,080,000 32 320,000 

大 月 市 12 8,468,000   8 80,000 

上 野 原 市 13 5,528,000   12 120,000 

市 計 64 33,216,500 5 1,996,000 0 1,060,000 

 
道 志 村      0 

 

 

 

 

 

西 桂 町 2 1,800,000 2 3,420,000 5 

 
50,000 

忍 野 村 6 290,000   6 60,000 

山 中 湖 村 2 1,080,000   6 60,000 

鳴 沢 村 2 1,260,000   2 

 
20,000 

富士河口湖町 14 6,722,000 2 655,000 14 140,000 

南 都 留 郡 計 26 13,762,000  0 0 0 

小 菅 村     1 

 

10,000 

丹 波 山 村     0 0 

北 都 留 郡 計 0 0 0 0 0 0 

合 計 90 46,978,500 12 6,071,000 140 1,400,000
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５ 生活保護の概況 

(1)   保護の動向  

当管内の生活保護世帯は、全体的な傾向として、昭和 30 年代後半から減少し、全国より数年遅い平成 11 

年に保護率が 1.0 ‰（パーミル）と最小となった。その後、 平成 12 年からは、高齢化の進展などに伴い

増加の傾向にある。 

平成 27 年 3 月末における管内保護状況は、被保護世帯 132世帯、被保護人員 168 人、保護率 3.4‰で全 

県の 8.1‰を下回り、県内の福祉事務所の中で最も低い保護率である。 

また、全国的には 17.1‰で、高齢化等を背景として、保護率は上昇傾向にある。 

当管内の保護率の推移が、全国及び全県の平均保護率に比較し、微動なのは、地域内で生活に困窮し

ている家庭があれば、助け合うという相互扶助、相互支援の意識が残っている地域が多く、生活保護に

至らないということも要因の一つとして考えられる。 

このような中で、平成 26年度の保護開始件数は、26件で傷病等による収入の減少に起因するものが多

い。また、保護廃止件数は、20件で世帯主の死亡等となっている。 

 
(2) 世帯類型の状況 

平成 27年 3 月末における世帯類型の状況は、高齢者世帯が ４５．５％（60 世帯）を占め、次いで傷病

者世帯 ２３ .．５ ％（31世帯）、その他世帯が １５，２％（20 世帯）、障害者世帯 １２．９ ％（17世帯）、母子

世帯 ３  .０％（4 世帯）となっている。 

 
(3) 保護費の状況 

 管内の平成 26年度生活保護費支給状況は、総額 127,381 千円となっている。（医療扶助は除く） 
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